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はじめに 

日本産科婦人科学会では、1998年に2回にわたる「着床前診断に関する公開討論会」を行い、1998年

10月に「着床前診断に関する見解」を発表した。その後、2006年2月に染色体転座に起因する習慣流産

も着床前診断の対象に加え、2010年6月には見解を改定し「本法は、原則として重篤な遺伝性疾患児を

出産する可能性のある、遺伝子変異ならびに染色体異常を保因する場合に限り適用される。但し、重篤

な遺伝性疾患に加え、均衡型染色体構造異常に起因すると考えられる習慣流産（反復流産を含む）も対

象とする」とした。1998年に着床前診断に関する見解が初めて出された後、着床前診断の申請はいくつ

かあったが2004年まで承認されることはなかった。倫理審議会（日本産科婦人科学会倫理委員会内規に

よる）が2004年に設置され、「着床前診断に関する学会見解（平成10年：重篤な遺伝性疾患の診断に限

って認める）は現時点で妥当なものと判断する」との答申を受け、日本国内の第１例が初めて承認され

慶應義塾大学にて実施された。着床前診断（PGT） はその目的により、単一遺伝子の変異を原因とす

る遺伝的素因がある夫婦に対して罹患児の妊娠を回避する目的で行われる着床前胚遺伝子検査

（Preimplantation Genetic Testing for Monogenic disorder；以下PGT-M）、染色体構造異常を原因とし

て繰り返し流産する夫婦に対して流産を回避する目的で行われる着床前胚染色体構造異常検査

（Preimplantation Genetic Testing for Structural Rearrangement；以下PGT-SR）、そして配偶子形成過

程で偶発的に発生する染色体不均等分離による染色体の数的異常に起因するART不成功や流産を回避

する目的で行われる着床前胚染色体異数性検査（Preimplantation Genetic Testing for Aneuploidy；以下

PGT-A）に分類される。この分類が現在では一般的であり、本報告書ではこの分類を用いて、PGT-M

という文言を用いる。(2021年倫理審議会最終報告書) 

日本産科婦人科学会においてPGT-Mは、重篤な遺伝性疾患に限り高度な倫理観の下に行われる診療

として実施することが容認された。1998年以降、倫理委員会内の着床前診断に関する審査小委員会にお

いて、1 例毎にその適応について重篤性に関する内規をもとに審査が行われてきた（注：重篤性に関す

る内規：「重篤の基準は時代、社会状況、医学の進 歩、医療水準、さらには判断する個人の立場によっ

て変化しうるものであることを十分認識した上で、着床前診断に関する審査小委員会としては、成人に

達する以前に日常生活を著しく損なう状態が出現したり、生命の生存が危ぶまれる状況になる疾患を、

現時点における重篤な疾患の基準とすることとした。」（平成28年度第1回倫理委員会議事録））。今ま
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でのPGT-M施行の認定基準は、①該当疾患は、原因遺伝子と関係のあることの証明がされていること、

②PGT-M施行を希望する者が上記変異遺伝子の保因者であることが証明されていること、③上記遺伝

子の診断方法の精度が保証され、診断が正確であること、③PGT-M施行を希望する者が中立的な適切

な情報を得て、自律的に判断しているかの意味での遺伝カウンセリングを受けていること（２回）、④ 

発端者（ある家系である遺伝性疾患に注意を向けられるきっかけとなった、臨床的に罹患した個人）の

疾患が重篤な遺伝性疾患（注：上記）であること、⑤現時点で、疾患に起因する身体への脅威を回避す

る有効な治療法のないこと等である。その他に、疾患の重篤性を定める要素には、家系、浸透率の程度

（疾患遺伝子を保因している当事者が出産した児が当該遺伝性疾患に罹患する割合）、そして症状の進

行の速さなども考慮している。PGT-Mの適応について疾患毎に審査を行うのではなく1例毎に審査を行

ってきたのは、疾患でPGT-M施行を考慮するのではなく、申請事例について発端者の重篤性を考慮し

た上で個別に判断してきたということからである。(2021年倫理審議会最終報告書) 

しかし、時間が経過し、当初定義をした「成人に達する以前に日常生活を強く損なう症状」が時代

に即しているのかどうか改めて議論、検討し、改訂をするべきかどうかも含めPGT-Mに関しては、

2020年より2021年にわたり3回の倫理審議会（第1部2020年1月25日、第2部2020年11月01日、第3部

2021年2月7日）を通して議論、検討を重ねた。以前から用いられていたPGT-Mの実施定義は「成人

に達する以前に日常生活を強く損なう症状」とあり、これは「人工呼吸器を装着しなくては生命維

持ができない」状態もしくはそれ以上に該当するかという意味で、PGT-Mの適応が判断されていた。

2020年から2021年の倫理審議会の議論の結果、PGT-Mの適応基準が、今までの「重篤性」の定義

は、「成人に達する以前に日常生活を著しく損なう状態が出現したり、生命の生存が危ぶまれる状

況になる状態」を「原則、成人に達する以前に日常生活を強く損なう症状が出現したり、生存が危

ぶまれる状況になる疾患で、現時点でそれを回避するために有効な治療法がないか、あるいは高度

かつ侵襲度の高い治療を行う必要のある状態」となっている。ただし、審査経験のない疾患申請に

関する PGT-M 実施適応の判断は、専門学会（臨床と遺伝関連）に依頼し、意見書 A（専門学会

（臨床・遺伝）より）を提出いただくことを必須としていた。意見書 A（専門学会（臨床・遺伝）

より）には、①医学的視点（分子遺伝学的な視点での診断正確性と重篤性の基準）をもとに PGT-

M の適応を判断し、その上で、②PGT-M を希望するご夫婦の生活背景や置かれた立場・考えも考

慮した意見を記載していただいている。最終的には１つ１つの症例を個別に評価し、PGT-Mの適応

とするかどうか判断を実施している。以上、2020年から2021年にかけて議論し検討した倫理審議会

の結果を踏まえて、日本産科婦人科学会倫理委員会（現在、臨床倫理監理委員会）が審査体制を改

めた。 

2024年8月には、2022年以降の新体制において2023年1月から2023年12月の間に審査した症例の

疾患名と審査結果を｢2023年症例審査結果報告書｣として、日本産科婦人科学会のホームページに公

開した。合計72症例を審査し、58症例が実施許可を得て、3症例が実施できないと判断されている。

以降は年2回公開する方針となった。 

なお、新しい審査体制となり3年が経過したことから、この度、PGT-Mの審査に関する振り返りを目

的として「重篤な遺伝性疾患に対する着床前遺伝学的検査（PGT-M）に関する倫理審議会」を開催し、

現状の課題や解決すべき問題点等を検証し、今後のより良い審査体制構築に向けた改善策等について議

論した。本報告書は、日本産科婦人科学会臨床倫理監理委員会による、重篤な遺伝性疾患に対する着

床前遺伝学的検査（PGT-M）に関する倫理審議会倫理審議会での議論を踏まえ、日本産科婦人科学会
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が考える 今後のPGT-M 審査の方向性を示すものである。これをもとに、必要時日本産科婦人科学

会では、「着床前診断に関する見解・細則・内規」の改訂を検討し、運用する予定である。なお日

本産科婦人科学会が提示する見解とは、日本産科婦人科学会に所属する会員と一般社会との約束事

であり、あくまでも日本産科婦人科学会内のルールであることを付記しておく。 

 

本審議会の開催経緯・目的 

 現在の PGT-M 審査基準は「原則、成人に達する以前に日常生活を強く損なう症状が出現したり、

生存が危ぶまれる状況になる疾患で、現時点でそれを回避するために有効な治療法がないか、あるい

は高度かつ侵襲度の高い治療を行う必要のある状態」とある。ただし、今までに審査経験のない疾患

申請に関しての PGT-M 実施適応の判断は専門学会（臨床と遺伝関連）に依頼し、意見書 A（専門

学会（臨床・遺伝）より）を提出いただくことを必須している。現在、1 例 1 例個別に PGT-M 審査

小委員会にて審査を行い、全員賛成一致とならない場合は個別審査会（本会会員、審査対象疾患と関

係の深い臨床専門学会が推薦する専門家、臨床遺伝専門学会が推薦する専門家、倫理学・法律学・人

文社会科学の分野の専門家、審査対象疾患に関連する医療・福祉・倫理・法学・人文社会科学ほか生

活支援等に関わる委員などから構成される）にて再度審議し、PGT-M 実施を判断する仕組みになっ

ている。この度、新しい審査体制となり 3 年が経過したことから、PGT-M の審査に関する振り返りを目

的として「重篤な遺伝性疾患に対する着床前遺伝学的検査（PGT-M）に関する倫理審議会」を開催し、現

状の課題や解決すべき問題点等を検証する目的で、2025 年 4 月 5 日に大手町ブレイスホール＆カンフ

ァレンスにおいて、公開形式で倫理審議会を開催した。 

 

委員の選出方法（資料１：委員名簿 参照） 

①司会 

日本産科婦人科学会顧問の小西郁生氏と日本産科婦人科学会の加藤聖子理事長による司会進行に

より、会議が進行した。なお、日本産科婦人科学会臨床倫理監理委員会の鈴木直委員長が司会進

行補佐役となった。 

 

②委員 

日本産科婦人科学会から委員として、臨床倫理監理委員会、重篤な遺伝性疾患を対象とした着床

前遺伝学的検査に関する審査小委員会、不妊症および不育症を対象とした着床前遺伝学的検査に

関する審査小委員会、PGT に関する継続審議小委員会の委員ならびにオブザーバー、日本産科婦

人科学会顧問弁護士が参加した。また、意見書 A 作成依頼学会、意見書 A 作成関連学会の計 25

学会より委員推薦を頂き、計 76 名の委員が参加した。 

 

本倫理審議会開催の周知先、傍聴者依頼 

本倫理審議会の開催は、日本産科婦人科学会会員に向けて、日本産科婦人科学会のホームページへ

の掲載と｢学会からのお知らせ｣としてメールにより周知した。また、メディアに対しても傍聴の依頼

を行った。さらに、一般の方へ向けて日本産科婦人科学会のホームページの｢一般の皆様へお知らせ｣

の中で開催を案内した。さらに関連医学系団体、関連団体・患者会へ傍聴者参加、厚生労働省（子ど

も家庭局母子保健課）へオブザーバー参加を依頼した。 
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陪席・傍聴団体（資料２：陪席・傍聴団体 参照） 

参加を依頼した関連医学系団体、国会議員、専門家が陪席し、関連団体・患者会が傍聴した。 

 

本倫理審議会で守るべき基本規則 

本審議会で守るべき基本原則として以下のように定めた。 

⚫ 生まれてくる子の福祉を優先する。 

⚫ Sexual Reproductive Health/Rights を守る。 

⚫ 安全性に十分配慮する。 

⚫ 優生思想を排除する。 

⚫ 商業主義を排除する。 

⚫ 人間の尊厳を守る。 

⚫ 自分の主張を訴えるのではなく、それぞれの立場の方たちからの多様な意見に耳を傾ける。 

⚫ 現状での PGT-M 自体の実施の可否、胚についての議論はしない。 

⚫ できるだけ OPEN な形で行う。 

⚫ できるだけ迅速に行う。 

 

開催形式 

2025 年 4 月 5 日に現地および WEB のハイブリッド形式で開催した。一般の方を含めたすべての視

聴希望者が傍聴可能な公開審議とした。本倫理審議会の内容は動画を収録し、後日オンデマンドで配

信した（配信期間：2025 年 5 月 15 日～2025 年 5 月 26 日）。 

本倫理審議会は、3 部構成とし、第 1 部は PGT-M と倫理的課題について、第 2 部では新見解後の

PGT-M 審査の現状と情報公開のあり方、第 3 部では海外での PGT-M の現状や遺伝性腫瘍について

議論した。演者の講演後に、現地および WEB の参加者が意見や質問などを発言し、WEB から Q&A

へも意見や質問を受け付けた。質問に対しては審議会内で委員等の該当者より回答し、審議会内で回

答できなかった項目については後日回答を公開した。 

本倫理審議会の開催後とオンデマンド配信後にアンケート調査（委員・傍聴者・一般視聴者）を行

い、広く参加者の意見や感想を記録に残した。 

議事次第、議事録、資料は下記に格納されているので参考にされたい。 

【日本産科婦人科学会 会員・医療関係の皆様へ 委員会情報（臨床倫理監理委員会）】 

https://www.jsog.or.jp/medical/621/ 

「＞シンポジウム・倫理審議会」に掲載 

 

 

倫理審議会での議論 

はじめに 

前回の倫理審議会の後、2022 年 4 月から新しい審査体制が開始して以来 3 年が経過し、新しい重

篤性の定義で審査が行われてきた中で、審査のあり方や中身を皆で検証することが今回の倫理審議会

の目的であることを説明し開始した。 
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第一部 

第一部は、PGT-M に関する倫理的課題について、5 名の異なる立場の演者からの講演があった。 

はじめに、日本産科婦人科学会理事長の加藤聖子先生から、旧優生保護法の問題点を振り返り、周

知や啓発、そして継続的なオープンな議論の必要性が示された。さらに、2022 年に旧優生保護法に関

する学会からの宣言（福岡宣言）を表明したが、学会内だけで議論、審議することには限界があり、

生まれてくる子どものための医療に関わる公的プラットフォームを要望していることに言及した。 

続いて、山王病院病院長、日本産科婦人科学会元理事長の藤井知行先生より、学術会議の提言とし

て、1、PGT-M にはメリットだけでなく、多くのデメリットがあり、無制限の技術の適用は好ましく

ないと考えられることから、何らかの規制をすべきである。2、PGT-M の規制を、日本産科婦人科学

会という一学会に委ねるべきではない。3、生殖補助医療法ならびにゲノム医療法においては、当該領

域における国の責務を明確に規定している。PGT-M の規制においても、基本的な法律を整備した上

で、公的なサポートを受け、アカデミアと社会が共同して設立するプラットフォームを設置すべきで

あることが示され、そのために、PGT-M を含む生殖医療と生命倫理の検討を所管する国の公の機関

の設置が必要であり、そこで「生まれてくる子どものための医療に関わる」生命倫理のあり方につい

て審議・合意し、規範化を行う形が望ましいとされた。 

続いて、大阪大学大学院医学系研究科医の倫理と公共政策学分野教授の加藤和人先生から、社会と

の信頼関係の構築に向けた対話の重要性として、医師、研究者などの専門家と患者や市民が対話し協

働する PPI （patient and public involvement）の考え方と実現性について、そして PGT-M の問題を

考える際の PPI の導入に関する提案があった。 

次に、東海大学医学部基盤診療学系医療倫理学領域教授の竹下啓先生からは、臨床倫理コンサルタ

ントの観点から、臨床倫理コンサルテーションの取り組み、終末期医療における医療・ケアの決定プ

ロセスを提示したプロセスガイドラインに関する紹介があり、患者自身の価値判断も重要な要素であ

るという考え方による PGT-M のあり方について意見が示された。 

最後に、日本小児科学会倫理委員会委員長、早稲田大学人間科学学術院人間健康福祉科学科教授の

笹月桃子先生より、PGT-M をめぐる協働意思決定の実践について、小児科医の立場で、医療におけ

る協働意思決定においては対話が重要であること、日本小児科学会の「重篤な疾患を持つ子どもの医

療をめぐる話し合いのガイドライン」でも示される、子どもの最善の利益を追求する 3 者である子ど

もと家族と医療者による協働意思決定の理念について意見が示された。 

 

第二部 

 PGT-M 審査小委員会の三浦清徳委員長から、新見解後の PGT-M 審査の現状と成果、課題につい

て発表した。はじめに、これまでの PGT-M の歴史、見解改訂の経緯、新見解における PGT-M 審査

小委員会と PGT-M 臨床倫理個別審査会のよる審査体制について示し、主に新見解における審査の現

状について報告した。新見解後は審査症例数が増加し、バリアントの評価や申請内容の不備などの照

会が必要な例が多いこと、セットアップ方法や保因胚の取扱い、遺伝カウンセリング、病的バリアン

トの評価に関する問題点を提示し、解決するための学会の取り組みついても説明した。また、審査期

間の現状についても示し、特に個別審査を実施した例では審査が長期に及んでいる現状を報告した。

しかし、専門学会の意見書の判断が一致しない例も多くみられ、学会としては個別の背景を重視した

症例毎の審査を重視しており、個別審査会における個別的背景による判断は重要な役割を果たしてい
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ると考えていることを説明した。さらに、PGT-M を申請しなかった例の理由や転帰に関する調査内

容、新見解以降の申請例の PGT-M の転帰に関するアンケート調査から PGT-M 実施状況とその後の

妊娠転帰についても報告した。 

 続いて、PGT-M 審査小委員会の佐々木愛子副委員長から、情報公開とデータベースのあり方につ

いて説明した。遺伝性疾患、稀少疾患が対象となる PGT-M においての情報公開は、個人が同定され

る可能性が危惧される一方で、病名を公開することで正しい情報に基づいて選択する権利もあり、知

る権利と知らない権利のバランスが大事と考えている。また、データベース登録の同意取得方法や研

究計画の公表、倫理委員会の倫理審査などについて説明した。このデータベースに基づいて、2024 年

8 月に公開した第 1 回の症例報告の詳細を示し、疾患名で審査しているのではなく個別の症例ごとに

審査しており、同じ疾患名であっても個別背景によって審査結果が異なることに注目していただきた

いことを伝え、今後のオンライン申請についても説明した。最後に、女性の sexual reproductive health 

and rights や PPI についても言及した。 

 

第三部 

 第三部は、海外での PGT-M の現状や遺伝性腫瘍についての内容を中心とし、6 名の演者からの講

演があった 

まず、芝浦工業大学工学部教授の本田まり先生は、PGT-M に関する海外における法規制と題して、

欧州やアメリカにおける PGT-M に関する見解、指針、勧告そして法律による規制について各国の現

状を報告した。 

続いて、FMC 東京クリニック医療情報遺伝カウンセリング部部長の田村智英子先生から、海外に

おける PGT-M 臨床の現状として、イギリスとアメリカにおける具体的な事例も含めた紹介があり、

遺伝カウンセリングにおいて PGT-M の選択肢を提示する必要性についても言及された。 

次に、がん研究会有明病院臨床遺伝医療部部長の植木有紗先生からは、遺伝性腫瘍を対象とした

PGT-M に対する当事者・医療者からの声として、医療者の認識に関するアンケート調査結果を共有

いただき、PGT-M では当事者と家族の判断を尊重することが理想であるという意見が示された。 

そして、東京大学大学院医学系研究科生殖・発達・加齢医学専攻小児医学講座教授の加藤元博先生は、

小児がんと遺伝的背景について、網膜芽細胞腫や Li-Fraumeni 症候群などの遺伝性腫瘍における小児

がんの診療としての現状と、浸透率、がんの発症率や発症時期に関する議論について提示した。 

最後に、RB ピアサポートの会共同代表の木瀬真紀様、野口麻衣子様から、遺伝性腫瘍の PGT-M 経

験者として望むことと題し、これまでのご自身の経験が紹介され、審査期間の短縮などの審査体制へ

の要望、個々の選択肢が尊重される社会の構築、患者自身のリテラシー向上についても言及された。 

 

質疑応答 

第二部と第三部では、演者の講演後に質疑応答の時間を設け、Web や会場からこれまでの発表内容

や現在の PGT-M 審査体制、遺伝性腫瘍における PGT-M などに対して様々な意見や質問をいただい

た。なお、質問と回答内容については、Q&A 集ならびに議事録を参照いただきたい。 
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資料 1 委員一覧 

敬称略 

 役職 所属 氏名 

 オブザーバー 公益社団法人 日本産科婦人科学会 理事長 加藤 聖子 

 司会進行役 公益社団法人 日本産科婦人科学会 顧問 小西 郁生 

 司会進行役補佐 公益社団法人 日本産科婦人科学会 臨床倫理監理委員会 委員長 鈴木  直 

1 委員 公益社団法人 日本産科婦人科学会 臨床倫理監理委員会 副委員長 谷口 文紀 

2 委員 公益社団法人 日本産科婦人科学会 臨床倫理監理委員会 主務幹事・委員 杉下 陽堂 

3 委員 公益社団法人 日本産科婦人科学会 臨床倫理監理委員会 委員 岩佐  武 

4 委員 公益社団法人 日本産科婦人科学会 臨床倫理監理委員会 委員 岩瀬  明 

5 委員 公益社団法人 日本産科婦人科学会 臨床倫理監理委員会 委員 岡田 英孝 

6 委員 公益社団法人 日本産科婦人科学会 臨床倫理監理委員会 委員 織田 克利 

7 委員 公益社団法人 日本産科婦人科学会 臨床倫理監理委員会 委員 小野 政徳 

8 委員 公益社団法人 日本産科婦人科学会 臨床倫理監理委員会 委員 片桐由起子 

9 委員 公益社団法人 日本産科婦人科学会 臨床倫理監理委員会 委員 岸  裕司 

10 委員 公益社団法人 日本産科婦人科学会 臨床倫理監理委員会 委員 倉澤健太郎 

11 委員 公益社団法人 日本産科婦人科学会 臨床倫理監理委員会 委員 桑原  章 

12 委員 公益社団法人 日本産科婦人科学会 臨床倫理監理委員会 委員 小出 馨子 

13 委員 公益社団法人 日本産科婦人科学会 臨床倫理監理委員会 委員 榊原 秀也 

14 委員 公益社団法人 日本産科婦人科学会 臨床倫理監理委員会 委員 関沢 明彦 

15 委員 公益社団法人 日本産科婦人科学会 臨床倫理監理委員会 委員 高井  泰 

16 委員 公益社団法人 日本産科婦人科学会 臨床倫理監理委員会 委員 立花 眞仁 

17 委員 公益社団法人 日本産科婦人科学会 臨床倫理監理委員会 委員 永松  健 

18 委員 公益社団法人 日本産科婦人科学会 臨床倫理監理委員会 委員 原田美由紀 

19 委員 公益社団法人 日本産科婦人科学会 臨床倫理監理委員会 委員 堀江 昭史 

20 委員 公益社団法人 日本産科婦人科学会 臨床倫理監理委員会 委員 三浦 清徳 

21 委員 公益社団法人 日本産科婦人科学会 臨床倫理監理委員会 委員 銘苅 桂子 

22 委員 公益社団法人 日本産科婦人科学会 臨床倫理監理委員会 委員 吉野  潔 
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23 委員 公益社団法人 日本産科婦人科学会 臨床倫理監理委員会 オブザーバー 苛原  稔 

24 委員 公益社団法人 日本産科婦人科学会 臨床倫理監理委員会 オブザーバー 木村  正 

25 委員 公益社団法人 日本産科婦人科学会 臨床倫理監理委員会 オブザーバー 久具 宏司 

26 委員 公益社団法人 日本産科婦人科学会 臨床倫理監理委員会 オブザーバー 三上 幹男 

27 委員 
一般社団法人 日本生殖医学会 理事長 

一般社団法人 日本内分泌学会 
杉野 法広 

28 委員 一般社団法人 日本生殖医学会 常任理事 廣田  泰 

29 委員 
公益社団法人 日本産科婦人科学会 重篤な遺伝性疾患を対象とした着床前遺伝

学的検査に関する審査小委員会 担当幹事・委員 
内田 明花 

30 委員 
公益社団法人 日本産科婦人科学会 重篤な遺伝性疾患を対象とした着床前遺伝

学的検査に関する審査小委員会 担当幹事・委員 
浦田 陽子 

31 委員 
公益社団法人 日本産科婦人科学会 重篤な遺伝性疾患を対象とした着床前遺伝

学的検査に関する審査小委員会 担当幹事・委員 
大須賀智子 

32 委員 
公益社団法人 日本産科婦人科学会 重篤な遺伝性疾患を対象とした着床前遺伝

学的検査に関する審査小委員会 担当幹事・委員 
奥宮明日香 

33 委員 
公益社団法人 日本産科婦人科学会 重篤な遺伝性疾患を対象とした着床前遺伝

学的検査に関する審査小委員会 担当幹事・委員 
樫野 千明 

34 委員 
公益社団法人 日本産科婦人科学会 重篤な遺伝性疾患を対象とした着床前遺伝

学的検査に関する審査小委員会担当幹事・委員 
梶村  慈 

35 委員 
公益社団法人 日本産科婦人科学会 重篤な遺伝性疾患を対象とした着床前遺伝

学的検査に関する審査小委員会 担当幹事・委員 
佐々木瑠美 

36 委員 
公益社団法人 日本産科婦人科学会 重篤な遺伝性疾患を対象とした着床前遺伝

学的検査に関する審査小委員会 担当幹事・委員 
眞田 裕子 

37 委員 
公益社団法人 日本産科婦人科学会 重篤な遺伝性疾患を対象とした着床前遺伝

学的検査に関する審査小委員会 担当幹事・委員 
関口  太 

38 委員 
公益社団法人 日本産科婦人科学会 重篤な遺伝性疾患を対象とした着床前遺伝

学的検査に関する審査小委員会 担当幹事・委員 
辰巳 嵩征 

39 委員 
公益社団法人 日本産科婦人科学会 重篤な遺伝性疾患を対象とした着床前遺伝

学的検査に関する審査小委員 会担当幹事・委員 
利光 正岳 

40 委員 
公益社団法人 日本産科婦人科学会 重篤な遺伝性疾患を対象とした着床前遺伝

学的検査に関する審査小委員会 担当幹事・ 委員 
真里谷 奨 

41 委員 
公益社団法人 日本産科婦人科学会 重篤な遺伝性疾患を対象とした着床前遺伝

学的検査に関する審査小委員会 委員 
黒澤 健司 

42 委員 
公益社団法人 日本産科婦人科学会 重篤な遺伝性疾患を対象とした着床前遺伝

学的検査に関する審査小委員会 委員 
竹内 千仙 

43 委員 
公益社団法人 日本産科婦人科学会 重篤な遺伝性疾患を対象とした着床前遺伝

学的検査に関する審査小委員会 委員 
津幡 真理 

44 委員 
公益社団法人 日本産科婦人科学会 重篤な遺伝性疾患を対象とした着床前遺伝

学的検査に関する審査小委員会 委員 
松尾 真理 

45 委員 
公益社団法人 日本産科婦人科学会 重篤な遺伝性疾患を対象とした着床前遺伝

学的検査に関する審査小委員会 委員 
右田 王介 

46 委員 
公益社団法人 日本産科婦人科学会 重篤な遺伝性疾患を対象とした着床前遺伝

学的検査に関する審査小委員会 委員 
水口 雄貴 

47 委員 
公益社団法人 日本産科婦人科学会 不妊症および不育症を対象とした着床前遺

伝学的検査に関する審査小委員会 担当幹事・委員 
藤井 達也 
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48 委員 公益社団法人 日本産科婦人科学会 PGT に関する継続審議小委員会 副委員長 浜谷 敏生 

49 委員 関内法律事務所 弁護士 芝野 彰一 

50 委員 一般社団法人 日本人類遺伝学会 倫理審議委員会 委員長 吉田 雅幸 

51 委員 一般社団法人 日本遺伝カウンセリング学会 理事長 櫻井 晃洋 

52 委員 一般社団法人 日本内科学会 小川 佳宏 

53 委員 一般財団法人 日本消化器病学会 磯本  一 

54 委員 一般社団法人 日本肝臓学会 乾 あやの 

55 委員 一般社団法人 日本腎臓学会 橋本多恵子 

56 委員 一般社団法人 日本呼吸器学会 皿谷  健 

57 委員 一般社団法人 日本神経学会 遺伝医療に関する課題対策委員会委員長 矢部 一郎 

58 委員 公益社団法人 日本小児科学会 倫理委員会 副委員長 種市 尋宙 

59 委員 公益社団法人 日本皮膚科学会 赤坂英二郎 

60 委員 一般社団法人 日本外科学会 理事 倫理委員長／PGT-M 審査小委員長 齋木 佳克 

61 委員 公益社団法人 日本整形外科学会 若生 政憲 

62 委員 公益財団法人 日本眼科学会 鈴木 茂伸 

63 委員 一般社団法人 日本耳鼻咽喉科頭頸部外科学会 片岡 祐子 

64 委員 一般社団法人 日本形成外科学会 評議員 遺伝性疾患関連 WG 委員長 野口 昌彦 

65 委員 一般社団法人 日本泌尿器科学会 市川 智彦 

66 委員 
公益社団法人 日本精神神経学会 医療倫理委員会、着床前遺伝学的検査に 

関するワーキンググループ、精神医学研究推進委員会 委員 
堀内 泰江 

67 委員 一般社団法人 日本アレルギー学会 理事 今井 孝成 

68 委員 一般社団法人 日本老年医学会 倫理委員会 委員長 原田 和昌 

69 委員 
公益社団法人 日本臨床腫瘍学会 

（名古屋大学医学部附属病院 化学療法部） 
安藤 雄一 

70 委員 一般社団法人 日本脳神経外科学会 原田 敦子 

71 委員 一般社団法人 日本循環器学会 今井  靖 

72 委員 一般社団法人 日本糖尿病学会 曽根 博仁 

73 委員 一般社団法人 日本リウマチ学会 宮前多佳子 
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資料２ 陪席・傍聴団体 

 

（陪席）敬称略 

 所属 氏名 

1 公益社団法人 日本産科婦人科学会 公的プラットフォーム設立準備委員会 委員 甲斐 克則 

2 公益社団法人 日本産科婦人科学会 公的プラットフォーム設立準備委員会 委員 武田 俊彦 

3 公益社団法人 日本産科婦人科学会 公的プラットフォーム設立準備委員会 委員 永水 裕子 

4 公益社団法人 日本産科婦人科学会 公的プラットフォーム設立準備委員会 委員 深見 真紀 

5 公益社団法人 日本産科婦人科学会 副理事長 公的プラットフォーム設立準備委員会 委員 万代 昌紀 

6 公益社団法人 日本産科婦人科学会 公的プラットフォーム設立準備委員会 委員 和田 誠司 

7 こども家庭庁 NIPT 等の出生前検査に関する専門委員会 委員 小崎健次郎 

8 こども家庭庁 NIPT 等の出生前検査に関する専門委員会 委員 柘植あづみ 

9 日本医師会 常任理事 濵口 欣也 

10 日本医師会 常任理事 渡辺 弘司 

11 日本医学会「遺伝子・健康・社会」検討委員会 委員長 福嶋 義光 

12 日本医学会「遺伝子・健康・社会」検討委員会 委員 杉浦 真弓 

13 一般社団法人 日本人類遺伝学会 理事長 松本 直道 

14 れいわ新選組 副代表 参議院議員 舩後 靖彦 

15 厚労省厚労副大臣 仁木 博文 

16 
厚生労働省大臣官房厚生科学課 

科学技術・イノベーション推進専門官 
西田 浩孝 

17 新潟大学医歯学総合病院 遺伝子医療支援センター 池内  健 

18 
岡山大学大学院 医歯薬学総合研究科 病態制御科学専攻 

腫瘍制御学講座 (臨床遺伝子医療学分野) 
平沢  晃 

19 ワシントン大学医学部（UW Medicine） 三戸 芳子 

20 東京大学医科学研究所 武藤 香織 

21 クラヴィスアルクス 飯塚 理恵 

22 
家族性大腸ポリポーシス患者と家族の会 

ハーモニー・ライン（H.L.C） 
土井  悟 
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（傍聴団体） 

1 ハーモニー・ライン（H.L.C 家族性大腸ポリポーシス患者と家族の会） 

2 ハーモニーライフ（FAP 家族性大腸腺腫症患者・家族・支援者の会） 

3 SMA 家族の会 

4 クラヴィスアルクス 

5 特定非営利活動法人 筋強直性ジストロフィー患者会 

6 全国キリスト教障害者団体協議会 

7 SOSHIREN 女（わたし）のからだから 

8 DPI 女性障害者ネットワーク 

9 日本ハンチントン病ネットワーク 

10 特定非営利活動法人 全国 脊髄小脳変性症 多系統萎縮症 友の会 

11 公益財団法人 日本ダウン症協会 

 

 

（報道関係） 

1 読売新聞東京本社医療部 3 名 

2 日本経済新聞社 編集局総合解説センター 1 名 

3 朝日新聞 東京本社 くらし報道部 1 名 

4 ノンフィクション作家 1 名 

5 毎日新聞くらし科学環境部 1 名 

6 NHK 解説委員 1 名 ※4 月から帝京科学大学に異動 

7 NHK 報道局 科学文化部 1 名 

8 共同通信社 科学部・原子力報道室 2 名 
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